
 

  

 

 

１．根拠・経緯 

 「自然環境保全法」の第４条に「基礎調査の実施」規定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和４８年度に第１回自然環境保全基礎調査の実施。以後概ね５

年を一区切りに調査を行い、現在平成１７年度を初年度とする第７

回基礎調査を実施中。 

 

２．目的・趣旨 

 自然環境保全施策を科学的・客観的アプローチから推進するため

の主要な基礎資料を提供。具体的には、 

（１）全国的な観点から自然環境の現状を的確に把握 

（２）概ね５年ごとに行う調査の積み重ねにより長期的な視点から

自然の時系列的変化を把握 

（３）調査成果を記録・保存・公開し、自然環境のデータバンク

を整備 

（４）国土計画、環境基本計画、自然公園等の自然環境保全計画、

環境アセスメント等、各種計画策定や開発計画立案に際しての

基礎資料を提供 

 

３．調査方法・体制 

（１）各分野の専門家による「自然環境保全基礎調査検討会」及び

分科会等を設置 

（２）各調査は、都道府県、公益法人・民間会社等への委託・請負

で実施。また、学会や専門家、鳥獣保護員等への情報提供依頼、

一般市民のボランティア参加も併用して広範な情報を収集 

自然環境保全基礎調査の目的 

自然環境保全法（昭和 47.6.22 制定） 

（基礎調査の実施） 

第４条 国は、概ね５年ごとに地形、地質、植生及び野生動物

に関する調査その他自然環境の保全のために講ずべき施策の

策定に必要な基礎調査を行うよう努めるものとする。 
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調査回次 第１回調査 第２回調査 第３回調査 第４回調査 第５回調査 第６回調査 第７回調査

調査期間 Ｓ４８ Ｓ５３～５４ Ｓ５８～６２ Ｓ６３～Ｈ４ Ｈ５～Ｈ１０ Ｈ１１～Ｈ１６ Ｈ１７～Ｈ２１

基本コンセプト ・科学的な観点に立った調査により国土
の自然の現況をできるだけ正確に総合的
に把握

・自然環境に関する網羅的かつ客観的な
基礎的情報の収集

・前回調査のコンセプトを基本的に踏襲 ・前回調査のコンセプトを基本的に踏襲 ・環境行政上の要請に合わせた調査の実
施

・生態系の質・量的把握の試行 ・生態系の定点観測（モニタリングサイト１０
００）の継続的実施

・守るべき自然、復元・育成・整備すべ
き自然の抽出

・５年毎に繰返し実施するという性格を
より明確化

・定点での変化状況把握（モニタリン
グ・定点調査の観点の導入）

（生物多様性調査（Ｈ６～）、海域自然
環境保全基礎調査（Ｈ９～）を拡充）

・ストックとしての自然環境情報の更新 ・第６回調査に引き続き、自然環境情報の蓄
積・更新

布 響

自然環境保全基礎調査の概要と傾向

・全国的な観点に立った自然保護行政を
推進するための基礎資料整備

・動物分布調査対象種の拡大と専門家
ネットワーク構築により、長期的なデー
タ蓄積を図る視点を導入

・環境影響評価法の施行等による新たな自然
環境情報ニーズ（ＧＩＳ化を含む）への対応

・新たな技術の適用による調査手法の検討開発
等

主な調査項目 　植生自然度調査 　植生調査 　湿地調査

１／２０万現存植生図作成、植生自然度１０
段階評価

ランドサット画像により植生改変地抽出、植
生図部分修正

ラムサール湿地定義に準拠した湿地のリスト
アップ

【目的】自然の人工化の度合を評価。守るべ
きエリアを抽出。

【目的】省力化、コストダウン 【目的】湿地保全の基礎情報取得

　すぐれた自然調査 　動物分布調査 　動植物分布調査 　巨樹・巨木林調査 　種の多様性調査 　種の多様性調査 　種の多様性調査

「全国」「地方」「都道府県」の３つのレベ
ルのすぐれた自然を選定。

大・中型哺乳類、繁殖鳥類等の全国分布図を
作成

一般ボランティア参加の「環境指標種調
査」、専門家ボランティアの「全種調査」２
本立て

幹周り３ｍ以上の巨樹・巨木林をリストアッ
プ

動植物分布調査を大幅拡充（専門家、都道府
県）・鳥類については２０年経年変化追跡

中・大型哺乳類・鳥類の２０年経年変化追跡 既存データの少ない生物分類群に関する情報収集等

【目的】守るべき自然とその分布を特定 【目的】野生動物保護管理手法確立（哺乳
類）、希少性や絶滅危険性の判定（鳥類）

【目的】普通種情報集積、普及啓発（一般ボ
ランティア）、希少種等施策対象の洗い出し
（全種調査）

【目的】シンボル的自然の現況把握 【目的】生物多様性保全のための基礎情報集
積

【目的】新鳥獣保護法対応、分布域変化把握 【目的】分布域変化把握、レッドデータブック改訂
等

【目的】地域レベルでの計画に対応できる植生図の作成

　植　生　調　査

【目的】環境アセス対応、植生図全面改訂・精度均質化

１／５万現存植生図作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　植生調査

１／２．５万現存植生図作成

　環境寄与度調査 　特定植物群落調査 　特定植物群落調査 　生態系総合モニタリング調査 　遺伝的多様性調査

関東地方の植生現存量、植生生産量を計算 選定基準に基づき保護を要する群落を抽出 追加調査、追跡調査、生育状況調査の３本立
て

全国５ヶ所で、１０ｋｍ四方の地域の生態系
モニタリング

動植物４０種の遺伝子分析

【目的】「自然環境と人間活動とのかかわり
あい」「都市における自然環境の役割」等を
定量的に評価

【目的】保護対象の抽出、国土レベルでの配
置、配分の基礎資料整備

【目的】保護対象抽出（追加）、簡易モニタ
リング（追跡）、典型的群落のモニタリング
（生育状況）

【目的】人為の影響の予想される地域の生態
系動態モニタリング

【目的】遺伝子解析技術の生物多様性保全へ
の応用ケーススタディ

　海岸調査、湖沼調査、河川調査 　重要沿岸域生物調査、海棲動物調査

海岸、湖岸、河岸の人工化の状況を調査、原
生流域の抽出等

干潟・藻場・サンゴ礁計３４ヶ所、ウミガ
メ、アザラシ、スナメリ分布調査

【目的】水辺の自然性の消失を監視、保全す
べき原生流域の抽出

【目的】海洋生物調査のケーススタディ

森林、里地、河川湖沼、サンゴ礁、藻場、干潟等の生態

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　モニタリングサイト1000

　　　　　　　　　　　　　　　　　藻場・干潟調査

重要湿地500で選定された藻場・干潟の調査

【目的】浅海域生態系の基礎情報の収集

森林、里地、河川湖沼、サン 礁、藻場、干潟等の生態
系の定点観測

【目的】生態系の質量的把握

調査費用 ４億円 １４億円 １４億円 １２億円 ２８億円 ３５億円（うちモニタリングサイト1000：８億円）

多様性調査・海域調査（それぞれ第１期）を含む 多様性調査（第２期）を含む

調査体制 委員会１、小委員会等５、延べ６９人 検討会１、分科会等２１、延べ１４９人 検討会１、分科会等１６、延べ１２６人 検討会１、分科会等１４、延べ１２２人 検討会１、分科会等１７、延べ１３７人 検討会１、分科会等１８、延べ１５２人

都道府県委託（調査） 都道府県委託（調査） 都道府県委託・支出委任（調査） 都道府県委託（調査）

民間委託（情報処理） 民間委託（鳥類調査、情報処理） 民間委託・請負（海岸調査、情報処理） 民間委託・請負（調査、情報処理） 　　　同左 　　　同左
ボランティア調査 ボランティア調査

調査員数：詳細不明 調査員数：植生、特定植物群落各５００名 調査員数：植生、特定植物群落各５００名 調査員数：植生等未集計（大体前回並） 調査員数：植生等未集計（大体前回並） 調査員数：植生等未集計（大体前回並）

　　　　　哺乳類　　　　　　２２００名 　　　　　一般ボランティア　　１０万名 　　　　　一般ボランティア１０万名 　　　　　一般ボランティア１０万名 　　　　　一般ボランティア　２.６万名 　

　　　　　野鳥の会　　　　　１０００名 　　　　　動物専門家　　　　　６００名 　　　　　動物専門家　　１２００名 　　　　　動物専門家　　２４００名 　　　　　動物専門家・鳥獣保護員等

　　　　　野鳥の会　　　　　１６００名 　　　　　鳥獣保護員　　１３００名 　　　　　鳥獣保護員　　１０００名 　　　　　　　　　　　　　　１.９万名
　　　　　野鳥の会　　　１０００名 　　　　　鳥獣保護員　　１０００名

　　　　　野鳥の会　　　１４００名

　　　　　海棲生物専門家　　５３名

平成１７・１８年度合計：１２億円
（うちモニタリングサイト1000：６億円）


